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(57)【要約】
【課題】紫外線吸収剤が衣類上に均一に吸着することを可能とし、経時的に変色するのを
抑制した組成物を提供すること。
【解決手段】（A）塩化ジメチルジアリルジアリルアンモニウムの重合体等のカチオン性
化合物、（B）紫外線吸収剤、（C）ジブチルヒドロキシトルエン等の酸化防止剤、及び（
D）エタノール等の水溶性溶剤を含有する組成物。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記（A）、（B）、（C）及び（D）を含むことを特徴とする紫外線吸収性繊維処理剤組
成物。
（A）下記からなる群から選択される1種以上のカチオン性化合物；アミド基、エステル基
及び/又はエーテル基で分断されていてもよい、C12～36の炭化水素基を分子内に１つ以上
有し、且つ３級アミノ基又はその塩もしくは４級アンモニウム基を有するカチオン性界面
活性剤、及びカチオン性を有する水溶性高分子化合物
（B）紫外線吸収剤
（C）酸化防止剤
（D）下記からなる群から選択される水溶性溶剤；
　炭素数2～6の一価アルコールもしくは多価アルコール、及び下記一般式（Ｉ）又は（Ｉ
Ｉ）で表わされるグリコールエーテル化合物
　　Ｒ1－Ｏ－（Ｒ2Ｏ）m－Ｈ　　　（Ｉ）
　[式中、Ｒ1は、炭素数2～6のアルキル基又はフェニル基であり、Ｒ2は、炭素数2又は3
のアルキレン基であり、mは、平均付加モル数を表し、2～3の数である。]
　　Ｒ3－Ｏ－（Ｒ2Ｏ）n－Ｒ4　　　（ＩＩ）
　［式中、Ｒ3及びＲ4は、それぞれ独立して炭素数1又は2のアルキル基であり、Ｒ2は、
炭素数2又は3のアルキレン基であり、nは、平均付加モル数を表し、1～3の数である。］
【請求項２】
　（B）成分がスチルベン、ベンゾフェノン又はベンゾトリアゾールのいずれかの誘導体
である請求項１記載の紫外線吸収性繊維処理剤組成物。
【請求項３】
　（B）成分が、スチルベンの誘導体である請求項１記載の紫外線吸収性繊維処理剤組成
物。
【請求項４】
　（C）成分がジブチルヒドロキシトルエン（ＢＨＴ）、メトキシフェノール、アスコル
ビン酸誘導体、ビスフェノール類及びトコフェロール誘導体からなる群から選択される請
求項１～３のいずれか１項記載の紫外線吸収性繊維処理剤組成物。
【請求項５】
　さらに、（E）シリコーン化合物を含む請求項１～４のいずれか１項記載の紫外線吸収
性繊維処理剤組成物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、紫外線吸収性繊維処理剤組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年オゾン層の破壊により一層紫外線が地表に届きやすく、強いエネルギーを持った紫
外線が増加している。このような紫外線被曝により肌は赤みを帯びる、またひどくなると
水泡が生じ、さらに繰り返し持続して紫外線を浴び続けるとしわやしみの原因となる。
　紫外線を防ぐ手段として、これまでにサンスクリーニング剤を肌に直接塗布すること、
日傘や防止を使用または活用している。しかしながら、太陽から直接受ける紫外線を防ぐ
ことはできるものの、その効果が不十分、または、地表からあるいは壁等から反射して受
ける紫外線に対しては無防備である。さらに、室内においてもガラスを通過して入ってく
る紫外線なども最近では問題となっている。
　このような状況から、衣類にも紫外線防御効果を持たせる技術開発が以前より行なわれ
ている（特許文献１～３）。
　しかしながら、これらは工業的に繊維処理を行なうものであり、お気に入りの服を家庭
で処理する一般向けではない。
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　一般向けとしては、柔軟剤組成物中に紫外線吸収効果のある基材を添加し、紫外線を吸
収するという技術が公開されている（特許文献４～７）。しかし、特許文献１～３に開示
されている組成物は吸着性が良好でなく、特許文献４に開示されている組成物は紫外線吸
収剤の吸着にムラがあり紫外線吸収効果が部分的に高い部分や低い部分が存在し、吸収効
果の低い部分では有効性が損なわれる。該組成物はまた保存安定性も良好でない。このよ
うに紫外線吸収剤を衣類上に均一に吸着させることに課題があった。他方、紫外線吸収剤
を含有する組成物は、経時的に変色してしまうという問題があった。
【０００３】
【特許文献１】特開2003-147617号公報
【特許文献２】特開平5-179568号公報
【特許文献３】特許3892916号
【特許文献４】特開2003-301374号公報
【特許文献５】特開2002-161476号公報
【特許文献６】特開2002-161475号公報
【特許文献７】特許3871720号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従って、本発明は、紫外線吸収剤が衣類上に均一に吸着することを可能とし、経時的に
変色するのを抑制した組成物を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、下記（A）、（B）、（C）及び（D）を含むことを特徴とする紫外線吸収性繊
維処理剤組成物を提供する。
（A）下記からなる群から選択される1種以上のカチオン性化合物；アミド基、エステル基
及び/又はエーテル基で分断されていてもよい、C12～36の炭化水素基を分子内に１つ以上
有し、且つ３級アミノ基又はその塩もしくは４級アンモニウム基を有するカチオン性界面
活性剤、及びカチオン性を有する水溶性高分子化合物
（B）紫外線吸収剤
（C）酸化防止剤
（D）下記からなる群から選択される水溶性溶剤；
　炭素数2～6の一価アルコールもしくは多価アルコール、及び下記一般式（Ｉ）又は（Ｉ
Ｉ）で表わされるグリコールエーテル化合物
　　Ｒ1－Ｏ－（Ｒ2Ｏ）m－Ｈ　　　（Ｉ）
　[式中、Ｒ1は、炭素数2～6のアルキル基又はフェニル基であり、Ｒ2は、炭素数2又は3
のアルキレン基であり、mは、平均付加モル数を表し、2～3の数である。]
　　Ｒ3－Ｏ－（Ｒ2Ｏ）n－Ｒ4　　　（ＩＩ）
　［式中、Ｒ3及びＲ4は、それぞれ独立して炭素数1又は2のアルキル基であり、Ｒ2は、
炭素数2又は3のアルキレン基であり、nは、平均付加モル数を表し、1～3の数である。］
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、処理対象である繊維製品上に紫外線吸収剤が均一にむらなく吸着でき
るので、紫外線遮断効果に優れる。本発明の組成物は日光に晒されても変色し難い。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
（A）成分
　（A）成分は、（B）成分を繊維ないし繊維製品への吸着性を向上させるカチオン性化合
物であり、アミド基、エステル基及び/又はエーテル基で分断されていてもよい、C12～36
の炭化水素基を分子内に１つ以上有し、且つ３級アミノ基又はその塩もしくは４級アンモ
ニウム基を有するカチオン性界面活性剤であるか、又はカチオン性を有する水溶性高分子
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化合物である。カチオン性界面活性剤とカチオン性を有する水溶性高分子とを併用しても
よい。
【０００８】
　本発明において用いることのできるカチオン性界面活性剤としては、以下に示すアミン
化合物とその有機または無機酸による中和物、およびその４級化物を例示することができ
る。これらは、いずれも１種または２種以上の混合物として用いることができる。２種以
上を混合する場合、カチオン界面活性剤混合物中の長鎖炭化水素基を２つまたは３つ有す
るカチオン性界面活性剤の質量比率が５０％以上であると、仕上げ処理した繊維製品の柔
軟性を良好にすることができるので好ましい。使用後自然環境中へ廃棄された後の生分解
性を付与するためには、該長鎖炭化水素基の途中にエステル基を含有するカチオン性界面
活性剤であることが好ましい。
【０００９】
【化１】

【００１０】
　カチオン性界面活性剤を構成するＲは炭素数１０～２４、好ましくはＣ１４～１８の炭
化水素基、好ましくは飽和又は不飽和の直鎖又は分岐鎖式基、より好ましくは直鎖又は分
岐アルキル基又はアルケニル基である。不飽和基を有する場合、シス体とトランス体が存
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在するが、その質量比率はシス／トランス＝２５／７５～１００／０が好ましく、４０／
６０～８０／２０が特に好ましい。また、飽和と不飽和炭化水素基の比率は９５／５～５
０／５０（ｗｔ／ｗｔ）であることが好ましい。
　また、カチオン性界面活性剤を構成するＲ1は炭素数１０～２４の脂肪酸からカルボキ
シル基を除いた残基であり、飽和脂肪酸、不飽和脂肪酸、直鎖脂肪酸、分岐脂肪酸のいず
れから誘導される長鎖炭化水素基である。不飽和脂肪酸の場合、シス体とトランス体が存
在するが、その質量比率はシス／トランス＝２５／７５～１００／０が好ましく、４０／
６０～８０／２０が特に好ましい。Ｒ1のもととなる脂肪酸は以下のものが例示できる。
ステアリン酸、パルミチン酸、ミリスチン酸、ラウリン酸、オレイン酸、エライジン酸、
部分水添パーム油脂肪酸（ヨウ素価１０～６０）、部分水添牛脂脂肪酸（ヨウ素価１０～
６０）などが挙げられる。中でも好ましいのは、ステアリン酸、パルミチン酸、ミリスチ
ン酸、オレイン酸、エライジン酸を所定量組み合わせ、飽和／不飽和比率が９５／５～５
０／５０（ｗｔ／ｗｔ）、シス／トランス体質量比が４０／６０～８０／２０、ヨウ素価
が１０～５０、炭素数１８の比率が８０質量％以上であり、炭素数２０の脂肪酸を２質量
％以下、炭素数２２の脂肪酸を1質量％以下となるように調整した脂肪酸組成を用いるこ
とが好ましい。ここで、式中に存在するＲ1はすべて同一であっても、またはそれぞれ異
なっていても構わない。
【００１１】
　上記３級アミンの中和に用いる酸としては、塩酸、硫酸、メチル硫酸が挙げられる。本
発明で用いる３級アミンは塩酸、硫酸、メチル硫酸によって中和されたアミン塩の形で用
いることが好ましい。その中和工程は３級アミンを予め中和したものを水に分散してもよ
いし、酸水溶液中に３級アミン を液状又は固体状で投入してもよい。もちろん３級アミ
ンと酸成分を同時に投入してもよい。また、上記３級アミンの４級化に用いる４級化剤と
しては塩化メチルやジメチル硫酸が挙げられる。
　一般式（A-ＩＩＩ）、(A-ＩＶ)の化合物は上記脂肪酸組成物、または脂肪酸メチルエス
テル組成物とメチルジエタノールアミンとの縮合反応により合成することができる。その
際、分散安定性を良好にする観点から、（A-ＩＩＩ）と（A-ＩＶ）の化合物の存在比率は
質量比で９９／１～５０／５０となる様に合成することが好ましい。更に、その４級化物
を用いる場合には、４級化剤として塩化メチルやジメチル硫酸などを用いるが、低分子量
であり４級化に所要する４級化剤重量が少ない点で塩化メチルがより好ましい。その際、
（A-ＩＩＩ）と（A-ＩＶ）で示されるエステルアミンの４級化物の存在比率も、分散安定
性の観点から質量比で９９／１～５０／５０となる様に合成することが好ましい。また、
（A-ＩＩＩ）、（A-ＩＶ）を４級化する場合、一般的に４級化反応後も４級化されていな
いエステルアミンが残留する。その際、４級化物／４級化されていないエステルアミンの
比率は、エステル基の加水分解安定性の観点から、質量比で９９／１～７０／３０の質量
比率であることが好ましい。
【００１２】
　一般式（A-Ｖ）、（A-ＶＩ）、（A-ＶＩＩ）の化合物は上記脂肪酸組成物、または脂肪
酸メチルエステル組成物とトリエタノールアミンとの縮合反応により合成することができ
る。その際、分散安定性を良好にする観点から、[（A-Ｖ）＋（A-ＶＩ）]と（A-ＶＩＩ）
の化合物の存在比率は質量比で９９／１～５０／５０となる様に合成することが好ましい
。更に、その４級化物を用いる場合には、４級化剤として塩化メチルやジメチル硫酸など
を用いるが、反応性の観点からジメチル硫酸がより好ましい。その際、[（A-Ｖ）＋（A-
ＶＩ）]と（A-ＶＩＩ）で示されるエステルアミンの４級化物の存在比率も、分散安定性
の観点から質量比で９９／１～５０／５０となる様に合成することが好ましい。また、（
A-Ｖ）、（A-ＶＩ）、（A-ＶＩＩ）を４級化する場合、一般的に４級化反応後も４級化さ
れていないエステルアミンが残留する。その際、４級化物／４級化されていないエステル
アミンの比率は、エステル基の加水分解安定性の観点から、質量比で９９／１～７０／３
０の質量比率であることが好ましい。
【００１３】
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　一般式（A-ＶＩＩＩ）、（A-ＩＸ）の化合物は上記脂肪酸組成物とＮ－メチルエタノー
ルアミンとアクリロニトリルの付加物より、「Ｊ.Ｏｒｇ.Ｃｈｅｍ.,２６,３４０９（１
９６０）」に記載の公知の方法で合成したＮ－（２－ヒドロキシエチル）－Ｎ－メチル－
１，３－プロピレンジアミンとの縮合反応により合成することができる。その際、（A-Ｖ
ＩＩＩ）と（A-ＩＸ）の化合物の存在比率は質量比で９９／１～５０／５０となる様に合
成することが好ましい。更にその４級化物を用いる場合には塩化メチルで４級化するが、
（A-ＶＩＩＩ）と（A-ＩＸ）で示されるエステルアミンの４級化物の存在比率も質量比で
９９／１～５０／５０となる様に合成することが好ましい。また、（A-ＶＩＩＩ）、（A-
ＩＸ）を４級化する場合、一般的に４級化反応後も４級化されていないエステルアミンが
残留する。その際、４級化物／４級化されていないエステルアミンの比率は、エステル基
の加水分解安定性の観点から、質量比で９９／１～７０／３０の質量比率であることが好
ましい。
【００１４】
　本発明において使用できるカチオン性界面活性剤としては、炭素数が10～22の高級脂肪
酸由来の脂肪酸アミドアルキル３級アミン又はその塩を用いることも可能であり、該脂肪
酸は飽和でも不飽和であってもよい。
　該脂肪酸アミドアルキル３級アミンの具体例としては、カプリン酸ジメチルアミノプロ
ピルアミド、ラウリン酸ジメチルアミノプロピルアミド、ミリスチン酸ジメチルアミノプ
ロピルアミド、パルミチン酸ジメチルアミノプロピルアミド、ステアリン酸ジメチルアミ
ノプロピルアミド、ベヘニン酸ジメチルアミノプロピルアミド、オレイン酸ジメチルアミ
ノプロピルアミド等の脂肪酸アミドアルキル３級アミン又はその塩などが挙げられる。中
でも、それ自体の臭気が低く良好なことから、カプリン酸ジメチルアミノプロピルアミド
、ラウリン酸ジメチルアミノプロピルアミド、ミリスチン酸ジメチルアミノプロピルアミ
ド、パルミチン酸ジメチルアミノプロピルアミド、ステアリン酸ジメチルアミノプロピル
アミド、ベヘニン酸ジメチルアミノプロピルアミド、オレイン酸ジメチルアミノプロピル
アミドが好ましく、パルミチン酸ジメチルアミノプロピルアミド、ステアリン酸ジメチル
アミノプロピルアミドがより好ましい。
　長鎖アミンの具体的な商品としては、例えば、東邦化学（株）製のカチナールＭＰＡＳ
－Ｒ（商品名、パルミチン酸ジメチルアミノプロピルアミドとステアリン酸ジメチルアミ
ノプロピルアミドの質量比３／７混合物）、ライオンアクゾ（株）製のアーミンＡＰＡ１
６８－６５Ｅ（商品名、パルミチン酸ジメチルアミノプロピルアミドとステアリン酸ジメ
チルアミノプロピルアミドの質量比３／７混合物の６５質量％のエタノール溶液）等が好
ましく用いられる。
【００１５】
　なお、上記の「脂肪酸アミドアルキル３級アミン又はその塩」は、例えば、脂肪酸ある
いは脂肪酸低級アルキルエステル、動・植物性油脂等の脂肪酸誘導体と、ジアルキルアミ
ノアルキルアミンとを縮合反応させ、その後、未反応のジアルキルアミノアルキルアミン
を、減圧または窒素ブローにて留去することにより得られる。
　ここで、脂肪酸又は脂肪酸誘導体としては、カプリン酸、ラウリン酸、ミリスチン酸、
パルミチン酸、ステアリン酸、オレイン酸、ベヘニン酸、エルカ酸、１２－ヒドロキシス
テアリン酸、ヤシ油脂肪酸、綿実油脂肪酸、とうもろこし油脂肪酸、牛脂脂肪酸、パーム
核油脂肪酸、大豆油脂肪酸、アマニ油脂肪酸、ひまし油脂肪酸、オリーブ油脂肪酸等、ま
たはこれらのメチルエステル、エチルエステル、グリセライド等が具体的に挙げられる。
中でも、洗濯すすぎ行程における繊維製品への吸着性能に優れることから、カプリン酸、
ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、オレイン酸、ベヘニン酸が好
ましい。これら脂肪酸又は脂肪酸誘導体は、１種を単独で用いても、２種以上を併用して
もよい。
【００１６】
　カチオン性界面活性剤としては、上記式（A-II）、（A-V）、（A-VI）又は（A-VII）で
表されるアミン化合物の４級化物、及び炭素数１４～１８の高級脂肪酸由来の脂肪酸アミ
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　上記のカチオン性界面活性剤の配合量は０．１～５０質量％であり、好ましくは０．５
～３０質量％である。カチオン界面活性剤の配合量をこのような範囲とすることにより、
（B）成分の紫外線吸収剤の吸着促進効果を高め、かつ、粘度の上昇を抑えて使用性の面
で良好なものとすることができる。
【００１７】
　本発明において用いることのできるカチオン性高分子は、25℃の水100ｇに対する溶解
度が1g以上であり、重量平均分子量が1,000～5,000,000である高分子である。重量平均分
子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィーによりポリエチレングリコールを標準
物質とした条件下で測定することができる。水に溶解時にカチオン性を有する高分子化合
物であればよく、具体的には、ダイドールＥＣ－００４、ダイドールＨＥＣ、ダイドール
ＥＣ（大同化成工業）ＭＥＲＱＵＡＴ１００（Ｎａｌｃｏ社）、アデカカチオエースＰＤ
－５０（旭電化工業）等の塩化ジメチルジアリルアンモニウムの重合体、ＭＥＲＱＵＡＴ
５５０（Ｎａｌｃｏ社）等の塩化ジメチルジアリルアンモニウム・アクリルアミド共重合
体、ＭＥＲＱＵＡＴ２８０（Ｎａｌｃｏ社）等の塩化ジメチルジアリルアンモニウム・ア
クリル酸共重合体、レオガードＫＧＰ（ライオン）等のカチオン化セルロース、ＬＵＶＩ
ＱＵＡＴ－ＦＣ９０５（ＢＡＳＦ）等の塩化イミダゾリニウム・ビニルピロリドン共重体
、ＬＵＧＡＬＶＡＮ－Ｇ１５０００（ＢＡＳＦ）等のポリエチレンイミン、ポバールＣＭ
３１８（クラレ）等のカチオン化ポリビニルアルコール、キトサン等のアミノ基を有する
天然系の高分子誘導体、ジエチルアミノメタクリレート・エチレンオキシド等が付加され
た親水基を有するビニルモノマーとの共重合体等が挙げられる。このうち、塩化ジメチル
ジアリルアンモニウムの重合体が好ましい。いずれも１種または２種以上の混合物として
用いることができる。
【００１８】
　カチオン性高分子の配合量は特に限定されないが、繊維製品に剛性を付与しない範囲の
ものとするのが好ましく、例えば、組成物の全質量をベースとして、０．１～３０質量％
とするのがよく、さらに好ましくは０．５～１０質量％とするのがよい。カチオン性高分
子の配合量をこのような範囲とすることにより、前記（B）成分の吸着促進効果を高め、
かつ、粘度の上昇を抑えて使用性の面で良好なものとすることができる。
【００１９】
（B）成分
　紫外線を防御する効果のあるものとしては一般的に、無機粉体である紫外線散乱剤と有
機化合物である紫外線吸収剤とに大別できる。無機粉体は、主として散乱・遮断という物
理的機構により効果を発揮する。それに対して、有機化合物である紫外線吸収剤は、吸収
した光エネルギーをほかのエネルギーに効率的に転換する機構により効果を発揮する。紫
外線を防御できる充分な濃度で使用すれば、上記の両基材の紫外線遮断効果は発現する。
　無機粉体である紫外線散乱剤としては、安全性の高い無機顔料の酸化チタンや酸化亜鉛
などが使用され、光の散乱や遮断という機構から紫外線の波長全域に効果がある。しかし
ながら、効果発現可能なレベルの量を配合すると、スプレー時に粉体が管に詰まり易くな
るばかりか、衣類表面が白化してしまう可能性がある。
　一方、有機化合物である紫外線吸収剤はカルボニル基をもつ芳香族化合物であり、短波
長で高エネルギーの紫外線を吸収し、長波長の無害な低エネルギーの光線に変換して放出
する。少量でも高い紫外線吸収効果を示し、無機粉体のようにスプレー時の目詰まりや、
繊維製品上での白化などのトラブルを起こさない。
　好ましい紫外線吸収剤は、スチルベン、ベンゾフェノンおよびベンゾトリアゾールの誘
導体化合物である。特に、スチルベン誘導体が好ましい。
　スチルベン誘導体は、下記一般式（B-I）～（B-IV）で示されるスチルベン構造を有す
る化合物である。
【００２０】
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【化２】

【００２１】
　（式中、Mは水素、アルカリ金属原子、アンモニウム又はアミンから形成される陽イオ
ンであり、R1は水素又はヒドロキシ基であり、R2はC1～C4アルキル基又はフェニル基であ
り、Yは－C（＝O）－NR3R4（R3及びR4は、互いに独立に水素又はC1～C4アルキル基である
）、－SO2－NR3R4、－C（＝O）－NR2又は－C（＝O）－OMであり、XはNH、Oであるか又はR
2と一緒になってモルホリノ基を示す。）
【００２２】
【化３】

【００２３】
　（式中、Mは水素、アルカリ金属原子、アンモニウムまたはアミンから形成された陽イ
オンであり、R１は置換されたアリール基、R2は水素、場合によっては置換されたアリー
ル基、モルホリン基、アルキルアミン基、ハイドロキシ基、n1とn2は互いに独立的に0ま
たは1である。）
【００２４】
【化４】

【００２５】
　（式中、Mは水素、アルカリ金属原子、アンモニウム又はアミンから形成される陽イオ
ンであり、R1は下記で表される基である。
【００２６】
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【化５】

【００２７】
　（式中、R3はNR4R5など、R4R5は水素、アルキル基などを示す。）
　R2はNH2、N（CH2CH2OH）2などを表す。）
【００２８】

【化６】

【００２９】
　（式中、R1、R2、R3、R4は、－NR5R6で示される基であり、これらは同一又は異なって
いても良い。ここで、R5、R6は、同一でも異なっていても良く、それぞれ水素原子、C１
～C3のアルキル基もしくはヒドロキシアルキル基又は置換基を有していても良いアリール
基、あるいはR5、R6がヘテロ原子を介在して連結した複素環を形成していても良い。Mは
有機又は無機の陽イオンである。）
　このうち、式（B-I）で表されるスチルベン誘導体が好ましい。
　本発明において用いることのできるスチルベン誘導体紫外線吸収剤は、具体的には特開
平9－3052号公報、特開平10－81672号公報、特開平10－87638号公報の実施例中に記載の
化合物があげられる。これらの中でも、チバ・スペシャルティ・ケミカルズ社製の商品名
Ｔｉｎｏｓｏｒｂ　ＦＤ及びＴｉｎｏｓｏｒｂ　ＦＲが好ましく、特に好ましくはＴｉｎ
ｏｓｏｒｂ　ＦＤである。
　ベンゾフェノン誘導体は以下に示された重合性ビニルモノマーの単独または共重合可能
な他のビニルモノマーとの共重合物である。
【００３０】
【化７】

【００３１】
　（式中、Rは水素またはメチル基、Xは、－O－、－OCH2CH2O－又は－OCH2CHCH3HO－を示
す。）
　本発明で用いることのできるベンゾフェノン誘導体としては、一方社油脂工業株式会社
から市販されているＵＬＳ－７００等があげられる。
　ベンゾトリアゾール誘導体は下記一般式（B-VI）で示される重合性ビニルモノマーの単
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独または共重合可能な他のビニルモノマーとの共重合物である。
【００３２】
【化８】

【００３３】
　（式中、Yは水素、ハロゲン又はメチル基、R１は水素又はC１～C6のアルキル基、R2はC
1～C6の直鎖又は分岐状のアルキレン基、R3は水素又はメチル基を示す。）
　本発明で用いることのできるベンゾトリアゾール誘導体としては、ＵＬＳ－１７００（
一方社油脂工業株式会社）やＮＣＩ－９０５－２０ＥＭ（株式会社ニッコー化学研究所）
等があげられる。
　本発明ではまた、ポリアミド－２誘導体も紫外線吸収剤として使用することができる。
本発明で用いることのできるポリアミド－２誘導体としては、ＮＡＬＣＯ社から市販され
ているSolamer GR8等があげられる。
　さらに本発明では、シリコーン誘導体紫外線吸収剤を使用することができる。本発明で
用いることのできるシリコーン誘導体紫外線吸収剤としては、ＤＳＭニュートリションジ
ャパン社から市販されているPARSOL SLXがあげられる。
　（B）成分の含有量は、組成物全量に対して、通常０．００１～１０質量％、好ましく
は０．０１～１０質量％、より好ましくは０．１～５質量％ 配合することができる。（B
）成分の量がこのような範囲にあると、紫外線吸収効果および経済的な面で好ましい。
【００３４】
（C）成分
　（C）成分は、（B）成分の経時による変色を防止できる酸化防止剤であり、酸化防止剤
としては、一般に知られている天然系酸化防止剤、合成系酸化防止剤ともに使用できる。
具体的にはアスコルビン酸、アスコルビン酸誘導体（例えば、アスコルビン酸とリン酸と
の誘導体、アスコルビン酸と糖類との誘導体（ここで、使用できる糖類は、アスコルビン
酸と結合できればなんでもよく、単糖、二糖、オリゴ糖、多糖を使用できる。また構成す
る糖は、五炭糖、六炭糖が好ましく、中でもグルコースがよい。）、アスコルビン酸とパ
ルミチン酸との誘導体）、没食子酸プロピルの混合物、ＢＨＴ（ジブチルヒドロキシトル
エン）、ＢＨＡ（ブチル化ヒドロキシアニソール）、クエン酸の混合物、ハイドロキノン
、三級ブチルハイドロキノン、天然のトコフェロール系化合物、没食子酸の長鎖エステル
（Ｃ8～Ｃ22）、例えば没食子酸ドデシル、ビスフェノール類（例えば、チオビスフェノ
ール系（チバスペシャルティケミカル（株）から入手可能なイルガノックス（登録商標）
系化合物）、例えば、2,2'－メチレンビス(4-エチル-6-t-ブチルフェノール（川口化学工
業（株）から購入できるビスフェノール系化合物（アンテージシリーズ））、クエン酸イ
ソプロピル、４，５－ジヒドロキシ－ｍ－ベンゼンスルホン酸／ナトリウム塩、ジメトキ
シフェノール、カテコール、メトキシフェノール、カロチノイド、フラン類、アミノ酸類
等が挙げられる。
　この中で、紫外線吸収性繊維処理剤組成物の外観や保存安定性の観点から、ＢＨＴ、メ
トキシフェノール、アスコルビン酸誘導体、ビスフェノール類、トコフェロール誘導体が
好ましい。
　酸化防止剤の配合量は、組成物の全量を基準にして０．００１～１０質量％の範囲で使
用されることが好ましい。好ましくは０．０５％～５％、特に好ましくは０．０１％を超
え、５％以下の範囲である。この範囲にあると組成物の変色を効果的に抑制できる。
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（D）成分
　（D）成分は、（B）成分の紫外線吸収剤を繊維ないし繊維製品表面に均一に適用するた
めに必須である。但し、上記一般式（I）において、Ｒ1：炭素数2～4のアルキル基、Ｒ2

：エチレン基、m=1であるところの所謂セロソルブ類は、危険有害性の点から化学品の分
類及び表示に関する世界調和システム（ＧＨＳ）に基づき、表示対象物質となっているの
で、好ましくない。
　（D）成分としては、炭素数2～6の一価アルコールもしくは多価アルコール、または式
（Ｉ）で表されるグリコールエーテル化合物が好ましい。一価アルコールもしくは多価ア
ルコールとしては、炭素数２～４のものがより好ましい。式（Ｉ）で表されるグリコール
エーテル化合物としては、Ｒ1が炭素数2～6のアルキル基である化合物がより好ましい。
具体的には、エタノール、エチレングリコール、プロピレングリコール、ペンタンジオー
ル類、ヘキサンジオール類、ヘキシレングリコール、エチレングリコールモノブチルエー
テル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、エチレングリコールモノフェニルエー
テル、ジエチレングリコールジエチルエーテル等が挙げられ、これらの中ではジエチレン
グリコールモノブチルエーテル、エタノール、エチレングリコールがより好ましい。
　（D）成分の含有量は、組成物全量に対して、通常０．１～９０質量％、好ましくは１
～５０質量％、より好ましくは１～２０質量％配合することができる。（D）成分の量が
このような範囲にあると、紫外線吸収剤の組成物安定性や均一吸着性の点で好ましい。
【００３６】
［任意成分］
（E）成分
　本発明の（E）成分は、シリコーン化合物である。このシリコーン化合物は、(B)成分の
均一付着性を向上させることが可能であれば特に限定されない。一般的に繊維処理に使用
されているシリコーン化合物としては、ジメチルシリコーン、ポリエーテル変性シリコー
ン、メチルフェニルシリコーン、アルキル変性シリコーン、高級脂肪酸変性シリコーン、
メチルハイドロジェンシリコーン、フッ素変性シリコーン、エポキシ変性シリコーン、カ
ルボキシ変性シリコーン、カルビノール変性シリコーン、及びアミノ変性シリコーンなど
が挙げられ、これらの１種を単独で又は２種以上の混合物として使用することができる。
　このなかでも特に好ましいシリコーン化合物として、ポリエーテル変性シリコーンを挙
げることができる。本シリコーンは、ポリエーテル基を有しないジメチルシリコーンに比
べ、キシミ感が少なく滑り性が良好な繊維に仕上げることができる。好ましいポリエーテ
ル変性シリコーンとしては、アルキル（炭素数１～３）シロキサンとポリオキシアルキレ
ン（アルキレン基の炭素数２～５が好ましい）の共重合体が挙げられる。このうち、ジメ
チルシロキサンとポリオキシアルキレン（ポリオキシエチレン、ポリオキシプロピレン、
エチレンオキシドとプロピレンオキシドとのランダム又はブロック共重合体など）の共重
合体が好ましい。
【００３７】
　該シリコーン化合物の分子構造は直鎖状であっても分岐や架橋していてもよい。また、
変性シリコーン化合物は１種類の有機官能基により変性されていても構わないし、２種以
上の有機官能基により変性されていてもよい。
　該シリコーン化合物はオイルとして使用でき、また任意の乳化剤によって分散された乳
化物としても使用できる。
　特にポリエーテル変性シリコーンが（B）成分の均一塗布性および滑り性を向上させる
点で好ましい。好ましいポリエーテル変性シリコーンとしては、アルキルシロキサンとポ
リオキシアルキレン(ポリオキシエチレン、ポリオキシプロピレン、エチレンオキシドと
プロピレンオキシドとのランダム又はブロック共重合体など)との共重合体が好ましい。
このようなものとして下記一般式（E-I）で表される化合物が挙げられる。
【００３８】
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【化９】

【００３９】
　式中、－Ｚは、それぞれ独立に－Ｒ、－Ｏ－Ｒ、－ＯＨ、－Ｏ－Ｘ－Ｒ、－Ｏ－Ｘ－Ｈ
であり、Ｒは同一でも異なっていてもよく、いずれも飽和あるいは不飽和の直鎖又は分岐
の炭素数１～４の炭化水素基である。－Ｚ としては、－Ｒ、－ＯＨが好ましく、Ｒとし
ては、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基などの飽和炭化水素基（アルキル基）
が好ましく、中でもメチル基が好ましい。
　Ｘはポリオキシアルキレン基である。具体的には、ポリオキシエチレン、ポリオキシプ
ロピレン、ポリオキシブチレン基等があげられ、これらのうちの１種が付加したものであ
ってもよく、あるいはオキシエチレン単位、オキシプロピレン単位、またはオキシブチレ
ン単位などの異なった種類のオキシアルキレン基がブロック状あるいはランダムに配列し
たものであってもよい。但し、いずれの場合であっても、Ｘ中のポリオキシエチレン鎖部
分の質量割合は、分子全体の質量を基準として１０～５０質量％が好ましく、さらに好ま
しくは１５～４５質量％であり、さらに好ましくは２０～３５質量％である。
【００４０】
　－Ｙは、－Ｒ1－Ｏ－Ｘ－Ｒ2 または－Ｏ－Ｘ－Ｒ2、好ましくは－Ｏ－Ｘ－Ｒ2であり
、Ｒ1 は炭素数１～４の飽和あるいは不飽和の直鎖又は分岐の炭化水素基であり、Ｒ2 は
水素原子または炭素数１～４の飽和あるいは不飽和の直鎖又は分岐の炭化水素基である。
ここで、Ｒ1は、メチレン基、エチレン基、プロピレン基、ブチレン基などの飽和炭化水
素基（アルキレン基）が好ましく、中でもプロピレン基が特に好ましい。Ｒ2は、水素原
子、メチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基などの飽和炭化水素基（アルキル基）が
好ましい。特に好ましいＲ2 は、水素原子又はメチル基である。
　Ｌ、Ｍ及びＮはそれぞれ各繰返し単位の数の平均値を表す。Ｌは０～５０、好ましくは
０～１０、さらに好ましくは０～３であり、Ｍは１～１０００、好ましくは１～３００、
さらに好ましくは１～５０であり、Ｎは１０～１００００、好ましくは２０～３０００、
更に好ましくは２０～５００である。
【００４１】
　本発明で用いることができるポリエーテル変性シリコーンとして商業的に入手可能な具
体例としては、東レ・ダウコーニング（株）製のＳＨ３７７２Ｍ、ＳＨ３７７５Ｍ、ＳＨ
３７４８、ＳＨ３７４９、ＳＦ８４１０、ＳＨ８７００、ＢＹ２２－００８、ＳＦ８４２
１、ＳＩＬＷＥＴ　Ｌ－７００１、ＳＩＬＷＥＴ　Ｌ－７００２、ＳＩＬＷＥＴ　Ｌ－７
６０２、ＳＩＬＷＥＴ　Ｌ－７６０４、ＳＩＬＷＥＴ　ＦＺ－２１０４、ＳＩＬＷＥＴ　
ＦＺ－２１２０、ＳＩＬＷＥＴ　ＦＺ－２１６１、ＳＩＬＷＥＴ　ＦＺ－２１６２、ＳＩ
ＬＷＥＴ　ＦＺ－２１６４、ＳＩＬＷＥＴ　ＦＺ－２１７１、ＡＢＮ　ＳＩＬＷＥＴ　Ｆ
Ｚ－Ｆ１－００９－０１、ＡＢＮ　ＳＩＬＷＥＴ　ＦＺ－Ｆ１－００９－０２、ＡＢＮ　
ＳＩＬＷＥＴ　ＦＺ－Ｆ１－００９－０３、ＡＢＮ　ＳＩＬＷＥＴ　ＦＺ－Ｆ１－００９
－０５、ＡＢＮ　ＳＩＬＷＥＴ　ＦＺ－Ｆ１－００９－０９、ＡＢＮ　ＳＩＬＷＥＴ　Ｆ
Ｚ－Ｆ１－００９－１１、ＡＢＮ　ＳＩＬＷＥＴ　ＦＺ－Ｆ１－００９－１３、ＡＢＮ　
ＳＩＬＷＥＴ　ＦＺ－Ｆ１－００９－５４、ＡＢＮ　ＳＩＬＷＥＴ　ＦＺ－２２２２、信
越化学工業（株）製のＫＦ３５２Ａ、ＫＦ６００８、ＫＦ６１５Ａ、ＫＦ６０１６、ＫＦ
６０１７、ＧＥ東芝シリコーン（株）製のＴＳＦ４４５０、ＴＳＦ４４５２等が挙げられ
、これらを１種単独で又は２種以上の混合物として用いることができる。
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【００４２】
　本発明で用いることのできるシリコーン化合物は、一般に、Ｓｉ－Ｈ基を有するオルガ
ノハイドロジェンポリシロキサンと、例えばポリオキシアルキレンアリルエーテル等の、
炭素－炭素二重結合を末端に有するポリオキシアルキレンアルキルエーテルとを付加反応
させることにより製造することができる。得られたシリコーン化合物中に、炭素－炭素二
重結合を末端に有するポリオキシアルキレン又はシリコーンなどの未反応原料、エタノー
ル、イソプロピルアルコールなどの製造時に用いる溶剤、白金系などの触媒が微量残存す
るが、本発明の効果に影響を与えない。
  好ましいポリエーテル変性シリコーンとしては、アルキル（炭素数１～３）シロキサン
とポリオキシアルキレン（アルキレン基の炭素数２～５が好ましい）の共重合体が挙げら
れる。このうち、ジメチルシロキサンとポリオキシアルキレン（ポリオキシエチレン、ポ
リオキシプロピレン、エチレンオキシドとプロピレンオキシドとのランダム又はブロック
共重合体など）の共重合体が好ましい。このようなものとして、下記一般式（E-II）で表
される化合物が挙げられる。
【００４３】
【化１０】

【００４４】
　（式中、Ｍ、Ｎ、ａ及びｂは平均重合度であり、Ｒは水素又はアルキル基を表す。）
　ここで、Ｍはジメチルシロキサン、Ｎはポリオキシアルキレン、ａはポリオキシエチレ
ン、ｂはポリオキシプロピレンの数を表す。Ｍは、１０～１００００、好ましくは５０～
１０００、より好ましくは１００～３００、Ｎは１～１０００、好ましくは５～３００、
且つＭ＞Ｎであることが好ましい。ａは２～１００、好ましくは５～５０、より好ましく
は５～２０、ｂは０～５０、好ましくは０～１０が好ましい。Ｒとしては水素又は炭素数
１～４のアルキル基が好ましく、炭素数１～４のアルキル基であるのがより好ましい。
　本発明で用いるシリコーン化合物の配合量は特に限定されないが、処理した繊維製品の
（B）成分の均一吸着性の点から、組成物の全質量をベースとして、０．１～５０質量％
が好ましく、さらに好ましくは０．３～４０質量％、特に好ましくは０．５～３０質量％
である。これにより、（B）成分の均一吸着を良好なものとすることができ、かつ、組成
物の粘度の上昇を抑えて使い易くすることができる。
【００４５】
［任意成分：非イオン性界面活性剤］
　さらに本発明には、組成物を安定な状態を保持するため、上記成分に加えて、非イオン
性界面活性剤を用いることができ、下記一般式（１）で表される非イオン性界面活性剤が
好ましい。
　　　　　　　　　　　Ｒ5－Ｔ－［（Ｒ2Ｏ）p－Ｈ］q　　（１）
　（式中、Ｒ5：炭素数１０～２０の炭化水素基、好ましくは１２～１８のアルキル基又
はアルケニル基であり、Ｒ2：炭素数２又は３のアルキレン基、好ましくはエチレン基。
ｐ：平均付加モル数であり２～１００、好ましくは１０～８０、特に好ましくは２０～６
０。Ｔは－Ｏ－、－Ｎ－、－ＮＨ－、－Ｎ（Ｃ2Ｈ4ＯＨ）－、－ＣＯＮ－、－ＣＯＮＨ－
又はＣＯＮ（Ｃ2Ｈ4ＯＨ）－であり、Ｔが－Ｏ－、－ＮＨ－、－Ｎ（Ｃ2Ｈ4ＯＨ）－、－
ＣＯＮＨ－、又は－ＣＯＮ（Ｃ2Ｈ4ＯＨ）－の場合は、ｑは１であり、Ｔが－Ｎ－又は－
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ＣＯＮ－の場合は、ｑは２である。）
【００４６】
　上記一般式（１）の化合物の具体例として、下記一般式（1-1）で表される化合物を挙
げることができる。
　　　　　　　　　Ｒ5－Ｏ－（Ｃ2Ｈ4Ｏ）s（Ｃ3Ｈ6Ｏ）t－Ｒ6　　　　（1-1）
（式中、Ｒ5：前記と同じ意味、s,ｔ：平均付加モル数で、ｓ：２～１００、好ましくは
２０～８０の数であり、ｔ：０もしくは１～５、の数である。（Ｃ2Ｈ4Ｏ）と（Ｃ3Ｈ6Ｏ
）はランダム又はブロック付加体であってもよい。Ｒ6：Ｈもしくは炭素数１～３のアル
キル基。）
　例えば、炭素数１２～１８のアルキル基又はアルケニル基を１つ以上有するポリオキシ
エチレンアルキルエーテルが好ましく、オキシエチレン基が平均２０～８０モル付加され
たものが特に好ましい。
　非イオン性活性剤を含有することにより、保存安定性が一層向上するので好ましい。そ
の配合量は、組成物の全質量を基準として、０．０１～２０質量％とするのが好ましく、
特に０．５～１５質量％、更に１～１０質量％が好ましい。このような配合量とすること
により、保存安定性の向上効果を十分なものとすることができ、かつ、効果が飽和に達し
た際の余分な添加を抑えて経済性を図ることが可能となる。
【００４７】
［任意成分：水］
　使用される水としては、たとえば水道水、イオン交換水、純水、蒸留水などのいずれも
用いることができる。なかでも、水中に微量に存在するカルシウム、マグネシウムなどの
硬度成分や鉄などの重金属を除去した水が好ましく、コスト面も有利なことからイオン交
換水が最も好ましい。
［任意成分：香料組成物］
　香料としては特に限定されないが、使用できる香料原料のリストは、様々な文献、例え
ば「Ｐｅｒｆｕｍｅ　ａｎｄ　Ｆｌａｖｏｒ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　」，Ｖｏｌ．Ｉａｎ
ｄ　II，Ｓｔｅｆｆｅｎ　Ａｒｃｔａｎｄｅｒ，Ａｌｌｕｒｅｄ　Ｐｕｂ．Ｃｏ．（１９
９４）および「合成香料　化学と商品知識」、印藤元一著、化学工業日報社（１９９６）
および「Ｐｅｒｆｕｍｅ　ａｎｄ　Ｆｌａｖｏｒ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　ｏｆ　Ｎａｔｕ
ｒａｌ　Ｏｒｉｇｉｎ　」，Ｓｔｅｆｆｅｎ　Ａｒｃｔａｎｄｅｒ，Ａｌｌｕｒｅｄ　Ｐ
ｕｂ．Ｃｏ．（１９９４）および「香りの百科」、日本香料協会編、朝倉書店（１９８９
）および「Ｐｅｒｆｕｍｅｒｙ　Ｍａｔｅｒｉａｌ　Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　Ｖ．３．
３」，Ｂｏｅｌｅｎｓ　Ａｒｏｍａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｓｅ
ｒｖｉｃｅ（１９９６）および「Ｆｌｏｗｅｒ　ｏｉｌｓ　ａｎｄ　Ｆｌｏｒａｌ　Ｃｏ
ｍｐｏｕｎｄｓ　Ｉｎ　Ｐｅｒｆｕｍｅｒｙ」，Ｄａｎｕｔｅ　Ｌａｊａｕｊｉｓ　Ａｎ
ｏｎｉｓ，Ａｌｌｕｒｅｄ　Ｐｕｂ．Ｃｏ．（１９９３）等に記載されている。
【００４８】
［任意成分：防腐剤］
　防腐剤は、主に長期保存中の防腐性を保つために使用し、具体的には、イソチアゾロン
系の有機硫黄化合物、ベンズイソチアゾロン系の有機硫黄化合物、安息香酸類、２－ブロ
モ－２－ニトロプロパン－１，３－ジオールなどが挙げられる。イソチアゾロン系の有機
硫黄化合物の例としては、５－クロロ－２－メチル－４－イソチアゾリン－３－オン、２
－ｎ－ブチル－３－イソチアゾロン、２－ベンジル－３－イソチアゾロン、２－フェニル
－３－イソチアゾロン、２－メチル－４，５－ジクロロイソチアゾロン、５－クロロ－２
－メチル－３－イソチアゾロン、２－メチル－４－イソチアゾリン－３－オン、およびそ
れらの混合物があげられる。より好ましい防腐・殺菌剤は、５－クロロ－２－メチル－４
－イソチアゾリン－３－オンと２－メチル－４－イソチアゾリン－３－オンとの水溶性混
合物であり、さらに好ましくは約７７％の５－クロロ－２－メチル－４－イソチアゾリン
－３－オンと約２３％の２－メチル-４－イソチアゾリン－３－オンとの水溶性混合物で
ある。また、ベンズイソチアゾリン系の有機硫黄化合物の例としては、１，２－ベンズイ
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ソチアゾリン－３－オン、２－メチル－４，５－トリメチレン－４－イソチアゾリン－３
－オンなどがあげられ、類縁化合物としてジチオ－２，２－ビス（ベンズメチルアミド）
なども使用できそれらを任意の混合比で使用することができる。このうち１，２－ベンズ
イソチアゾリン－３－オンが特に好ましい。安息香酸類の例としては、安息香酸又はその
塩、パラヒドロキシ安息香酸又はその塩、パラオキシ安息香酸メチル、パラオキシ安息香
酸エチル、パラオキシ安息香酸プロピル、パラオキシ安息香酸ブチル、パラオキシ安息香
酸ベンジル等を挙げることができ、防腐剤の配合量は、組成物全体に対して、０．０００
１～１質量％である。
【００４９】
［任意成分：消泡剤、その他添加成分］
　消泡剤としては、例えば、シリカ等の微粉を含有するジメチルシリコーン等のシリコー
ン系消泡剤、アルコール系消泡剤、エステル系消泡剤、鉱油系消泡剤、植物油系消泡剤、
及び合成油系消泡剤等が挙げられる。シリコーン系消泡剤としては、オイル型消泡剤、コ
ンパウンド型消泡剤、自己乳化型消泡剤、エマルション型消泡剤、粉末型消泡剤及び固形
型消泡剤等が挙げられ、この中でも、自己乳化型消泡剤及びエマルション型消泡剤が好ま
しい。消泡剤の配合量は特に限定されないが、組成物の全質量を基準として、０．１ｐｐ
ｍ～１質量％とすることができ、さらに好ましくは１ｐｐｍ～０．０５質量％とすること
ができる。その他の添加剤として、食塩、塩化アンモニウム、塩化カルシウム、塩化マグ
ネシウム、塩化カリウム、クエン酸ナトリウム等の水溶性塩、流動パラフィン、高級アル
コールなどの油剤、尿素、炭化水素、非イオン性セルロース誘導体、蛍光増白剤、ｐＨ調
整剤等が挙げられる。
［対象とする繊維製品］
　本発明の組成物を使用する対象の繊維製品としては、特に限定はされないが、例えば、
スポーツウエア、Ｔシャツ、ポロシャツ、ブラウス、チノパン、スーツ、スラックス、ス
カート、等が挙げられる。また、対象とする繊維製品の素材も、特に限定はされないが、
例えば、綿、ウール、麻等の天然繊維、ポリエステル、ナイロン、アクリル等の合成繊維
、アセテート等の半合成繊維、レーヨン、テンセル、ポリノジック等の再生繊維及びこれ
ら各種繊維の混紡品、混織品、混編品等が挙げられる。
【実施例】
【００５０】
〔紫外線吸収性繊維処理剤組成物の調製〕
　以下に示す成分を表７に示す配合量で用い、実施例及び比較例の組成物を調製した。
【００５１】
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【表１】

【００５２】
※　特開2003-12471号公報実施例１に従って合成した第４級アンモニウム塩（(a)モノエ
ステル、(b)ジエステル、(C)トリエステルの混合物）で、エステル基で中断された長鎖炭
化水素基含有第４級アンモニウムメチルサルフェート［(a)モノエステル：(b)ジエステル
：(C)トリエステル質量比=25:55:20］のものを使用した。
【００５３】
［（B）成分：紫外線吸収剤］
B-１　紫外線吸収剤　
　TINOSORB　FD　チバ・スペシャルティ・ケミカルズ製　スチルベン誘導体
B-２　紫外線吸収剤
　TINOSORB　FR　チバ・スペシャルティ・ケミカルズ製　スチルベン誘導体
B-３　紫外線吸収剤
　ULS-1700　一方社油脂工業製　ベンゾトリアゾール誘導体
B-４　紫外線吸収剤
　ULS-700　一方社油脂工業製　ベンゾフェノン誘導体
B-５　紫外線吸収剤
　Solamer GR8 NALCO社製　
【００５４】
［（C）成分：酸化防止剤］
【００５５】
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【表２】

【００５６】
【表３】

【００５７】
【表４】

【００５８】
E-1；シリコーン化合物の実験室合成方法
　（E-1）は次の様に合成した。即ち、（CH3)3SiO(CH3CH3SiO)210(CH3HSiO)9Si(CH3)3で
表されるハイドロジェンシロキサン８２８ｇ、平均組成CH2=CHCH2O(CH2CH2O)9Hで表され
るアリル化ポリエーテル２１０ｇ、エチルアルコール７２６ｇ及び塩化白金酸のＣｌを中
和したものを白金がアリル化ポリエーテルに対して重量で５ｐｐｍとなるように秤量して
、反応温度８０℃で攪拌し、５時間反応させた。反応終了後、減圧留去することにより、
ポリエーテル変性シリコーンを得た。
　尚、ポリエーテル変性シリコーンとしては、式（E-II）により示した平均構造を有する
シリコーンを使用した。
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【００５９】
【化１１】

【００６０】
E-2　シリコーン化合物　ジメチルシリコーンエマルジョン
　　　BY22-034（東レダウコーニング シリコーン製）
E-3 シリコーン化合物　アミノ変性シリコーンエマルジョン
　　　Polon MF-14（信越化学工業製）
【００６１】

【表５】

【００６２】
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【表６】

【００６３】
［実施例1および21］
　(B)、(C)、(D)、(E）および共通成分－１(a)を、５００ｍｌビーカーに充填し、撹拌羽
を用いて十分に撹拌した。次に、撹拌しながら、イオン交換水を添加し、さらに撹拌しな
がら、（A）および残りの共通成分-1(b)を添加し撹拌後、均一になるまで十分に撹拌して
、４００ｇの紫外線吸収性繊維処理剤組成物を調製した。
[実施例2-20および比較例1-4]
　予め５５℃に加温して溶融させた(A)、(B)、(C)、(D)、(E)成分および共通成分-2(a)を
内径１２０ｍｍのガラス容器に取り、スリーワンモーター（新東科学（株）社製）を用い
て１０００ｒｐｍで攪拌しながら、予め５０℃に加温しておいた、イオン交換水を加えて
３分間攪拌し、乳化物を得た。その後に共通成分-2(b)を添加して、１０００ｇの紫外線
吸収性繊維処理剤組成物を調製した。予め乳化されているシリコーンを添加する場合には
、最後に添加して、紫外線吸収性繊維処理剤組成物を調製した。攪拌羽としては、長さが
１００ｍｍの羽を３０ｍｍ間隔で３本有するパドル羽を用いた。予め乳化されているシリ
コーンを添加する場合やC-3成分を添加する場合には、共通成分-2(b)と同じタイミングで
最後に添加して、紫外線吸収性繊維処理剤組成物を調製した。
　また、共通成分-2(b)を添加する際に、塩化カルシウムは１０％となるようにイオン交
換水で希釈したものを配合に用いた。その他の成分も有り姿で１００％品とみなし、それ
ぞれイオン交換水で１％水溶液としたものを配合に用いた。
【００６４】
＜紫外線遮断効果（UPF）の評価＞
　評価布にはテストファブリック社製のテスト布　型番４３７Ｗを10×10ｃｍに裁断した
ものを用いた。洗濯は、標準使用量の市販衣料用洗剤「トップ」（ライオン社製、成分：
界面活性剤（アルファオレフィンスルホ脂肪酸エステルナトリウム、脂肪酸ナトリウム、
直鎖アルキルベンゼン系、ポリオキシエチレンアルキルエーテル）、水軟化剤、アルカリ
剤、酵素安定化剤、酵素、蛍光増白剤））を水に添加して666ppmの洗剤液を調製し、そこ
にテスト布16枚（約24g）を投入し、ターゴットメーターにて120rpmでテスト布を10分洗
浄した後、3分間濯ぎ、遠心脱水後、実施例又は比較例の組成物を333ppmとなるようにす
すぎ液に添加し、再度3分間濯ぎを行なった後、遠心脱水した。洗浄→すすぎ→遠心脱水
→実施例又は比較例の組成物を含む水中でのすすぎ→遠心脱水のサイクルを３回繰り返し
た。その後、室温20℃、相対湿度50％RHの条件下で該テスト布を12時間乾燥し、試験に供
するテスト布を得た。洗浄及びすすぎに使用した水は、900ml、硬度1.7°DH、水温25℃で
ある。
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　このようにして得られたテスト布を用い、一つの組成物に対してUPFの測定は4枚に限定
した。
　UPFは、一枚の布を４等分し、それぞれの中心付近の４箇所における洗濯前後のUPFをUV
メータ（チバスペシャルティー社製、ISO-MET（登録商標））を用いて測定した。4枚の評
価布のそれぞれ4箇所（計１６箇所）における洗濯前後のUPFの差WHΔUPFを以下に示す式
を用いて算出した。全１６箇所のΔUPFの平均値を求め、以下の判定基準で判定した。結
果を表７に示す。
（式１）ΔUPF＝3回洗濯後UPF値－洗濯前UPF値
UPF判定基準

・均一性の判定
　UPFを測定した16箇所の変動係数を求め、以下に示す判定基準で判定した。結果を表７
に示す。
判定基準

　※変動係数（CV％）＝標準偏差（SD）/16箇所のΔUPFの平均値
【００６５】
＜組成物の変色評価＞
　実施例及び比較例で作成した組成物を広口規格ビンNo.11に100ml入れ、夏季の日光がよ
くあたる場所に置き7日後の色の変化を観察した（紫外線照射量合計6.2MJ/m2）。冷暗所
に7日間入れたこと以外は同様にして調製したものを比較対照品とした。実施例及び比較
例の組成物を投入したビンの外観を比較対照品のビンの外観と比較し、以下の基準で評価
した。結果を表７に示す。
　　　　○：対照品（淡黄色ないし淡橙色）と同等の外観
　　　　△：対照品と比較して、色目がやや濃くなる
　　　　×：対照品と比較して、色目が明らかに濃くなる
【００６６】
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